
9月議会へ③　社会基盤の老朽化への備えについて

　人口の減少と高齢化により、財政運営や年金運用が困難な状況に陥ってきているのは、ご案内の通りです。そして、都市部においては道路や上下水道、建築物の更新財源の不足によって生ずる老朽化が、都市機能の低下といった問題に発展するおそれがあります。

　これらの社会基盤の多くは、1950年代後半からの高度経済成長期に一気に整備が進められたため、今後、耐用年数を超えるものが急増する見通しにあります。また、これに伴って更新費も急増するため、管理する国や地方自治体の財政を圧迫することも予想され、対応が求められている。

　国土交通省によれば、建設から５０年以上が経過した社会基盤の割合は、2029年度に道路橋の約51％、水門などの河川管理施設の約51％、港湾岸壁の約48％と、全体の約半数に及ぶ。

　このため、今後50年間で必要な費用は、同省試算で約190兆円に上るとされ、このうち30兆円が予算不足に陥ると見込まれている。具体的には、2037年度以降は公共事業予算が賄えなくなり、耐用年数が過ぎた橋や道路がそのまま放置される危険性が生じるということが危惧されます。

　これに対し国交省は、既に先進的な自治体で行われている社会基盤の「長寿命化」の取り組みを全国的に実
施すれば、現在、約30兆円と見込まれている予算不足分を6兆円にまで減少できるとしている。

　しかし、実際の橋梁の長寿命化修繕計画の策定率は約41％（2008年度現在）に過ぎず、河川管理施設で15％（同）、港湾施設で約13％（同）と、低い水準にとどまっているのが現状だ。 

　また、平成20年度における全国の小・中学校では、築後30年以上経過しているものが45.4％、20年から29年経過しているものが33.3％であり、老朽化が進んでいます。一般的な学校などの鉄筋コンクリート造における減価償却資産としての耐用年数は47年であり、今後30年間に全国の小・中学校の約8割が耐用年数を迎えることになります。良好な教育施設を維持していくためには、かなりの財政的な負担がかかってくるものと思われます。

　すでに先進的な自治体（神奈川県藤沢市、千葉県習志野市、神奈川県秦野市など）では、公共インフラを効率よく管理し、低コストで維持・補修・新築していく公共施設のアセット・マネジメントという概念が導入され、「長寿命化」への取り組みも始まっています。

そこで、以下の所見についてお伺いいたします。

（1）我がまちの公共施設の50年以上が経過した割合について

（2）我がまちの公共施設の維持・更新などにかかる費用とその確保について

（3）我がまちの公共施設へのアセットマネジメントの考え方について

（4）そのためには「固定資産台帳」を整備し、「公共施設白書」を作成し対応策を考えるべきと考えるがどうか。　
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